
１.事務事業の目的・概要

２.成果参考指標

3.事業費 4.改善策の実施状況

5.評価時点での現状（客観的事実・データなどに基づいた現状）

①困っている「状況」

②困っている状況が発生している「原因」

③原因を解消するための「課題」

８．今後の方向性（課題にどのような方向性で取り組むのかの考え方）

危機管理事案と認知してから職員が登庁するまでの時分

・不安定な国際情勢と複雑化・多様化する社会情勢の中で、予測することができない危機管理事案が
　発生している。
・騒音被害の実態について、国より米国側に伝達されているが、依然として解消されない。

・危機管理事案発生時において、速やかに初動・応急対策が実施できる体制の維持が必要である。
・平常時からの庁内各部局・他県・市町村・関係機関との連携強化が必要である。
・職員一人ひとりの危機管理意識や対応能力の向上が必要である。
・米軍機による騒音対策については、着実な進展が求められる為騒音測定による実態把握を継続する。

％

前年度の課題を踏まえた
改善策の実施状況

②改善策を実施した（実施予定、一部実施含
む）

実績値

達成率

－

・北朝鮮によるミサイル発射事案、新たな感染症など、予測することができない危機管理事案の
　発生に迅速に対応する体制を維持する必要がある。
・関係市町村とともに、米軍機による騒音被害の解消に向け、国（外務省、防衛省）に対し繰り返し
　要望してきたが、依然として飛行訓練による騒音被害は解消されていない。

６.成果があったこと（改善されたこと）
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事務事業評価シート

目
的

（１）対象 県民

（２）意図 危機管理事案発生時に県民の生命及び財産、身体を守る。

16.8

・武力攻撃事態やテロ事案発生時において、県民の生命、身体・財産を守るため島根県国民保護計画に基づき、迅速かつ適切に国民保護措置を実施できるよう
   体制整備や訓練等を行う。
・北朝鮮関連や鳥インフルエンザ等の全庁的な対応が必要な危機管理事案等について、情報を共有し、迅速な応急対策を実施するため、県関係課による
   危機管理連絡会議を開催する。
・県西部地域での米軍機による飛行訓練に伴う騒音被害について、各市町に設置した騒音測定器による実態把握や、市町と連携した国への要望活動等を行う。

評価実施年度： 平成３０年度

28年度 29年度

30.0 30.0

事務事業の名称 危機管理対策事業

事務事業担当課長 防災危機管理課長　大西安伸 電話番号

上位の施策名称
施策Ⅱ－１－１
危機管理体制の充実・強化

危機管理事案発生時の危機管理担当部局職員の登庁時分
（休日・夜間）

目標値 30.0 30.0

30年度 31年度年度 27年度

・危機管理事案発生時に迅速かつ適切に対応するため、島根県危機管理連絡会議の開催や各種訓練を実施し、庁内各部局・市町村・関係機関等との役割分担や
　情報伝達方法等を確認した。
　 島根県国民保護図上訓練の実施（隠岐の島町　H29年１２月）、弾道ミサイル落下想定の避難行動訓練（隠岐の島町　H29年9月）、新型インフルエンザ等対策
訓練（H2９年1１月・県、市町村、指定地方公共機関等）
　 島根県危機管理連絡会議の開催（平成２９年度：１１回)
　 （主な事案）　北朝鮮弾道ミサイル発射事案等、北朝鮮核実験事案、松江市での死亡野鳥等における高病原性鳥インフルエンザウイルス検出事案
・県西部では米軍機による騒音被害が断続的に発生する中、厚木基地から岩国基地への空母艦載機（約６０機）の移駐に伴う騒音被害の増加を懸念している。

うち一般財源（千円） 3,618 4,941

達成率

17.0

％

分

実績値

取組目標値

－

事　業　費（b）（千円） 8,318 4,941

・想定される事案に対しては平常時から積極的な情報収集に努める。
・発生した事案への対応や各種訓練等における検証を通じて、対応マニュアルの整備、見直しに努める。
・各種訓練等を通じて、庁内各部局・市町村・関係機関等と役割分担や情報伝達等を確認し、連携強化に努める。
・訓練等により、職員の危機管理意識と対応能力の向上を図る。
・米軍機の飛行訓練に伴う騒音被害の実態把握のため、騒音測定を継続し、関係市町と連携して要望活動等を行う。

７.まだ残っている課題（現状の何をどのように変更する必要があるのか）
・国民保護訓練などの各種訓練により、職員
　の危機管理意識と対応能力の向上が図られ
　たことや、度重なる北朝鮮による弾道ミサ
　イル発射など、想定される事案に対して平
　常時から情報収集や連絡体制の確認に努め
　たことにより、危機管理事案発生時におい
　て、迅速に対応できた。
・全国瞬時警報システム（Ｊアラート）につ
　いて新型受信機を導入し、運用の安定化及
　び迅速な情報伝達が可能となった。

－ － －

前年度実績 今年度計画

取組目標値
指標名

事
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単位

20.0
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